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○宇都宮ＬＲＴ事業の目指すべき事業・運営手法 

 

今回提示する資料の趣旨 

 

 

【今回提示する資料の内容】 

 

１．リスクへの対応策の検討 

・安定的な経営を行うための取組みについて 

・感度分析について 

整理された影響要因の感度分析を行い，営業主体の経営に大きな影響を及ぼす要因を特定する。 

・リスクへの対応策について 

感度分析の結果を用いて，営業主体の収支に大きな影響を与える要因をリスクとして，分析を行う。 

また，リスクへの対応策を整理した上で，リスクが発生した場合の分析を行い，基本ケースと比べて

どの程度経営に影響を与えるかを把握し，その上で対応策の効果の検証を行う。 

 

２．事業・運営スキームの検討 

・事業・運営スキームについて 

第１回委員会で提示した上下間の役割分担を踏まえ，事業・運営スキームについて整理を行う。 

・営業主体の収支構造について 

営業主体の収支構造を提示する。 

・営業主体の組織形態について 

過年度までの調査を踏まえ，組織形態ごとの適合性の検討を行う。 

 

３．実現性・成立性の向上策の検討 

事業・運営を高めるための向上策を整理する。 

 

４．事業・運営手法に関するまとめ 

 

 

 

 

 

 

【本委員会の検討フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 事業・運営手法に関するまとめ 

前
回
ま
で
の
検
討
項
目 

Ⅱ 事業・運営手法の基礎条件の整理 
・ＬＲＴ事業の関連制度の概要 
・上下分離方式の概要             

Ⅳ 事業･運営スキームの検討 
・事業・運営上の必要条件の整理 
・事業・運営スキーム 
・営業主体の収支構造            等 

Ⅴ 実現性・成立性の向上策の検討 
・事業・運営に関わる実現性・成立性の向上策  等 

Ⅲ 事業の基本視点と特性 
・上下間の役割分担の考え方 
・収支構造を把握するための検討の前提条件 
・収支構造を把握するための試算 
・リスクへの対応策の検討 
 （安定的な経営を行うための取組み，感度分析・リスクへの対

応策） 

第
３
回
委
員
会
で
の
検
討
項
目 

Ⅰ 過年度までの経緯と今回の検討方針 
・過年度までの経緯 
・今回の検討方針 
・事業・運営手法の検討フロー         
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（１）安定的な運営を行うための取組みについて 

  営業主体が持続的かつ安定的な経営を行っていくためには，効率的・合理的な経営と安定した収入を

確保することが最も重要であり，そのための取組みが求められる。 

  一方，景気の変動等により安定的な経営を脅かす要因（リスク）については，予め特定するとともに，

その分析と対応策を検討することが重要である。 

 

 １）安定的な経営と収入確保に向けて 

  ａ.経費の軽減 

   ・営業主体は徹底した経費削減策の努力を行う。 

   （例：要員の削減・パート化，鉄軌道事業者のＯＢ採用 等） 

  ｂ.利用促進策 

   ・イベント等の実施 

   （例：イベント列車の運行，企画乗車券等の販売，商店街等との連携によるイベントの開催 等） 

   ・啓発活動 

   （例：公共交通への利用促進，ノーマイカーデー等のＰＲ活動・市民への利用啓発 等） 

   ・他交通機関との連携 

   （例：Ｐ＆Ｒ駐車場，駅前広場整備等によるフィーダー交通機関との連携強化，無料貸し自転

車の実施，IC カード等の導入による乗継円滑化 等） 

   ・良質なサービスの提供 

   （例：アンケート調査等による利用者ニーズの把握，定時性・速達性の確保，バリアフリー化

の促進 等） 

  ｃ.基金の設立 

・整備・運営に対する財源の確保を図る。 

・事業・運営に対する関心を高めるため，市民が基金に参加することによって市民のマイレー

ル意識を醸成する。 

   （例：公共や市民等による基金等の設立） 

  ｄ.まちづくりと一体となった交通結節点の機能向上 

   （例：駅前交通結節点整備事業，トランジットセンターの整備，既存の商業施設との連携 等） 

  ｅ.地域によるＬＲＴの振興 

   （例：地元ＮＰＯ団体等による支援） 

  ｆ.その他収益の向上 

   （例：トランジットセンター等の施設内の収益事業の拡大，トランジットセンター等の施設内

などにおける広告事業の展開 等） 

 

 ２）リスクが発生すると想定された場合の対応策 

ａ.経費の軽減 

・車両費償還期間の延長 

償還期間の延長により，毎年度の償還費を軽減する。 

（例：車両費償還期間を延長 13 年から 30 年，車両費償還期間を延長 13 年から 40 年 等） 

・需要に合わせた運行の実施 

需要要因の変動が想定された場合，需要に合わせ運行本数を減させる。 

 （例：新４号以東の運行本数の減，ＪＲ宇都宮駅以東から新４号区間の運行本数の減 等） 

ｂ.運賃の見直し 

   ・運輸収入が減少すると想定された場合，運賃の改定により収入増を図る。 

 （例：区間毎の料金を改定） 

ｃ.基金の活用 

・設立した基金を無利子貸付する。 

 

 

（２）.感度分析について 

 

 感度分析とは，一般的に未だ開業されてない路線について，各種予測値や想定値を用いて検討を行う事

業において，その変化がそれぞれどの程度，事業に影響が生じるのかを分析するものである。本事業にお

いても，予測値を用いた事業であることから，各種の影響要因について，営業主体の収支に与える影響の

分析を行なう。 

 なお，感度分析において，営業主体の経営に大きな影響を及ぼす要因を特定し，リスクへの対応策につ

いて検討を行なう。 

 

１）前提条件 

ア.想定される影響要因の整理 

第２回委員会で提示した以下の項目について，「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル 2005」を参

考に、それぞれの項目について 1 割変動（収入減および支出増）した場合の収支採算性を試算し，項

目ごとの影響の大きさについて整理し，営業主体の経営に大きな影響を及ぼす要因を特定する。この

ため，一定の幅で各種影響要因の変動幅を捉え，要因の影響の大きさを把握する。 

表 影響要因の整理 

前提条件の設定値 要 因 感度分析ケース 

収

入 

44.9 千人 需要変動 需要１割減 

５年間 建設期間の延長 建設期間半年延長 

（５年間の１割） 

63 億円 車両費の変化 車両償還費１割増 支

出 

長崎電気軌道並

み 

経費（人件費，動力費等）

の変化 

経費１割増 

 

 
 

 

 

 

イ.前提条件 

  試算のための前提条件は，参考資料２―１ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．リスクへの対応策の検討 

注）公設民営方式であるため，建設費の増減は営業主体の事業採算性に直接
影響を与えないことから，今回の感度分析検討ケースでは考慮しない。 

※ マニュアル 2005：『鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル 2005』 

（国土交通省鉄道局監修）
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２）感度分析結果 

ア.税引前単年度損益の状況 

基本ケースの税引前単年度損益を，各年度ごとに 100 とした場合の，各ケースにおける年度別の状

況を以下に示す。 

■ 開業直後は“建設期間延長”の影響が大きいが、その翌年以降は，“需要変動（需要１割減）”が

最も影響が大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）リスク分析とその対応策について 
 

今回のリスクへの対応策については，感度分析の結果から，この事業の収支に大きな影響を与える

需要変動要因をリスクとして，ケーススタディを行なう。（この分析には，施設使用料は含まれてい

ない。） 

また，変動要因を分析するにあたっては，幅を持たせた分析を行なうことが有効であるため，変動

要因に一定の目安を設定した分析を行なうこととする。 

その上で，基本ケースと比べてどの程度経営に影響を与えるのかを把握した上で，リスクが発生し

た場合の影響とその対応策について検証を行う。 

   なお，分析は経営が安定すると想定される開業５年目を提示する。 

 

１）ケース設定 

①ケース設定の考え方 

需要予測の値を「基本ケース」，１割減の場合を「ケース１」，２割減の場合を「ケース２」，３割

減の場合を「ケース３」※として分析を行う。 

※ＬＲＴ沿線地域における，現況の路線バスの輸送人員（推計）を参考に設定。 

②検討の前提条件 

需要変動以外の検討の前提条件は，全て感度分析と同様とする。 

 

２）リスクへのケーススタディ結果 

税引前単年度損益の収支構造を見ると以下のような状況となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 ケース別の単年度損益 

 

 

 

 

・分析の結果，開業後，経営が安定期に入ると，各影響要因ともほぼ横ばいに推移する結果と

なった。 

・このため，リスク分析を行なう際は，経営が安定する時期を捉えて分析を行なうこととする。 

・その中で，営業主体の収支に最も大きな影響を与える要因となったのは，需要変動要因であ

るため，営業主体の収支に最も大きな影響となる需要変動要因をリスクと捉え，需要値が予

測値から変動した場合の収支状況，並びにその対応策について分析を行なうこととする。 

 

※リスク分析とは，営業主体の経営に大きな影響を及ぼすリスクが発生した場合の採算性を分析し，基本

ケースと比べてどの程度経営に影響を与えるのか把握するものであり，併せて，リスクが顕在化した場

合の対応方策を想定し，持続的，安定的経営が可能となる方策を検討するものである。 

0
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開業後年次

需要変動（１割減） 建設期間延長 車両費１割増 人件費・経費１割増

図 各年度の基本ケースを100とした場合の各ケースの税引前単年度損益比 
※ 各ケースの税引前単年度損益比＝（各ケースの税引前単年度損益／基本ケースの税引前

単年度損益）×100 

【リスク分析の結果】 

・税引前単年度損益ではケース１，ケース２においては安定した経営が可能だが，ケース３

においては，収入が支出を下回ることが想定される。 

保守・管理費 

車両償還相当額 

最低限支払う費用 

人件費 経費

（３割減の場合）

（２割減の場合）

（１割減の場合）

（基本ケース）

整備主体に
支払う費用

収入

支出

（基本ケース） 

基本ケースの収益イメージ 
※施設使用料の考え方は後述

施
設
使
用
料 

法
人
税
等 

当
期
純
利
益 
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３）リスクへの対応策と効果 

①検討の目的 

リスクが発生した場合，各種の対応策を講じる必要がある。そこで対応策を想定し，そ

の対応策を講じた場合の収支に与える影響について分析する。 

 

【リスクが発生すると想定される場合の対応策】 

 

 

 

 

 

 

  リスク分析の結果，ケース３においては収入が支出を下回る結果となることが想定された。 

このため，上記の対応策を講じることが必要となり，対応策を講じた効果の検証を行うことと

する。 

 

【優先的な対応策】 

  各種対応策を実施するにあたっては，関係者間との調整等の様々な観点から総合的に判断し，

優先的な対応策を整理する。 

 

  （需要に合わせた運行） 

   ・開業後，リスクが想定される場合に，需要に合わせた運行を行うことにより，経費の節減

など，大幅な支出の抑制が期待できると考えられる。 

・また，公共と営業主体の契約関係で成り立っているものであるため，両者の同意により見

直しが行えるが，利用者ニーズを踏まえる必要もある。 

  （車両費の償還期間の延長） 

   ・車両費の償還については，公共と営業主体の契約関係で成り立つものであるため，両者の

同意により見直しを行うことが可能となる。 

   ・また，リスクの大きさによって延長期間を調整することも可能である。 

  （基金の活用） 

   ・額によって，リスク要因への対応が左右される。 

   ・関係者間の調整が必要となる。 

  （運賃の見直し） 

   ・運賃については，見直ししたことにより収入の増加が予想されるが，利用者の減少につな

がる恐れもあるため，慎重な対応が必要である。 

     

 

  これらの観点から判断すると，対応策としては，車両費の償還期間の延長，需要に合わせた運

行が有効と考えられる。 

 

 

 

 

 ②対応策の効果検証 

①から今回は，需要に合わせた運行の実施および，車両費の償還期間の延長について対応策の

効果を検証する。 

  なお，経営が安定すると想定される開業５年目，１５年目について提示する。 

 

③検討ケース 

  今回は，リスクへのケーススタディの，ケース３を検討ケースとし，効果検証を行う。 

・需要に合わせた運行の実施・・・対応ケース１ 

（新４号以東の運行：ピーク時 15 本/時→10 本/時，オフピーク時 10 本/時→6 本/時） 

・車両費の償還期間の延長・・・・・対応ケース２ 

（償還期間を１３年から３０年に延長） 

 

④収支採算性への影響分析 

＜５年目＞                   ＜15 年目＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜５年目＞                   ＜15 年目＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・需要に合わせた運行の実施 

・車両費の償還期間の延長 

・基金の活用 

・運賃の見直しによる収入増 

                                 等 

運輸収入

人件費 経費

運輸雑収入

整備主体
に支払う費用

収入

支出

（対応前） 

運輸収入

人件費 経費

運輸雑収入

整備主体
に支払う費用

収入

支出
保守・管理費 

車両償還相当額 

保守・管理費 

車両償還相当額 
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【対応ケース１】 

＜５年目＞                   ＜15 年目＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対応ケース２】 

＜５年目＞                   ＜15 年目＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（車両償還年数延長 13 年→30 年） 

運輸収入

人件費 経費

運輸雑収入

整備主体
に支払う費用

収入

支出

 

 

運輸収入

人件費 経費

運輸雑収入

整備主体
に支払う費用

収入

支出

（需要に合わせた運行） 

 

 

運輸収入

人件費 経費

運輸雑収入

整備主体
に支払う費用

収入

支出

運輸収入

人件費 経費

運輸雑収入

整備主体
に支払う費用

収入

支出

（４）リスクへの対応策のまとめ 

○予防策 

・持続的な安定経営を行うためには，営業主体が過大なリスクを負うことが無いように

営業主体と整備主体間の合意に基づき事業を行うことが必要であり，その上で，営業

主体は円滑かつ確実に効率的な事業運営を行うことが必要である。 

・そのためには，リスクの発生を抑制する有効な予防策を準備しておくことが重要とな

る。 

 

○リスクが発生すると想定された場合の対応策 

  ・リスクが発生すると想定された場合においても，営業主体が徹底した営業努力により

収支の改善を行うことが前提となるが，その上でリスクに応じた対応策についても準

備することが必要である。 

  ・今回のリスク分析とその対応策は，いくつかの象徴的なケースとして効果検証を行い，

その有効性が確認されたが，安定経営を行うには，予防策と対応策の双方を組合せな

がら対応していくことが重要である。 

 

 ○総括 

・以上のことからリスクに対しては，整備主体（下），営業主体（上）の契約において，

安定経営と収入確保に向けた取組み，リスクが発生した場合の具体的な役割分担につ

いて明確にしておくことが重要である。 

・想定される予防策・対応策を準備し，様々な組合せによって効果的に運営を行うこと

が重要である。 

【効果検証の結果】 

・対応策を講じた効果については，開業５年目では需要に合わせた運行，車両償還年数の延長のいず

れを講じても支出が収入を下回ることとなった。 

・また，開業１５年目においては，対応策を講じるまでもなく収入の回復が見込まれるが，さらに需

要に合わせた運行を行うことにより，支出が圧縮され収支の改善が見込まれる。 
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２．事業・運営スキームの検討 

 

（１）事業・運営スキームについて 

１）事業・運営上の必要条件の整理 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

  運営形態を検討するにあたっては，事業・運営上の必要条件を整理する必要があると考えられることから，公共側が必要と考える条件と民間事業者が事業参画のイン
センティブ，更には特許取得上の必要条件について整理する。 

※但し，実際には営業主体と整備主体間の契約等により設定されるものである。 

公共性・良質なサービスの確保 

■ 社会的ニーズへの対応 

公平性の確保・市民の理解 

■ 透明性の確保 

■ 不当な利益・モラルハザードの回避 

■ 市民の関与・参画 

安定性・継続性の確保 

■ 安定性の確保 

■ 継続的なマネジメント 

事業の効率性の確保・リスクへの対応 

■ 適正利潤の加味 

 

■ 企業努力に見合った適正な評価 

 

■ 公共等における利用促進等のバックアップ 

 

■ 他公共交通との連携 

 

■ リスクの軽減化 

 

■ 経費等の適切な設定 

公共の視点 民間の視点 

上
下
間
の
契
約
に
よ
る
円
滑
な
事
業
運
営 

図：事業・運営上の必要条件の概念図

 

【営業主体と整備主体間の契約に関係する項目】 

● 必要な資金の額及びその調達方法 

 

● 軌道整備事業を実施しようとする者と軌道運送事業を

実施しようとするものが異なる場合 

 ・軌道施設の使用料の額 

 ・軌道施設の使用料の収受方法 

 ・軌道施設の管理方法 

 ・軌道施設使用契約書の写し 

 ・軌道施設の使用料の算出の基礎を記載した書類

等  

 

● 旅客軌道事業の内容が軌道法第三条の特許に適合する

こと 

 

 ※参考資料３-１ 

特許取得上の必要条件
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＜事業・運営上の必要条件の考え方＞ 
 
ａ.公共の視点 
 
ア）公共性・良質なサービスの確保 

○社会的ニーズへの対応 
整備主体が公共の基盤として施設を整備することから，住民の利益や利用者のニーズを重視し，

社会的便益を最大化するような事業・運営とすることが重要である。 
 
 
イ）公平性の確保・市民の理解 

○不当な利益・モラルハザードの回避 
営業主体に不当な巨額の利益を生じさせないようにすると同時に，営業主体の非効率性に起因す

る損失を全額補填する等といった，営業主体のモラルハザードを招くような事態を回避しなければ
ならない。 
 
○透明性の確保 

関係者の合意のみで事業を進めるのではなく，住民に対しても広く情報公開を行うことによって，
密室性を排除するとともに事業全体の透明性を確保する必要がある。 
 
○市民の関与・参画 

  公共交通サービスは，事業者や公共のみで成り立っているものではなく，市民も間接的に関
与していること，地域を支える公共交通は地域住民が支えていることを促し，継続的に，市民
に支えられる公共交通となることが必要である。 
 
 

ウ）安定性・継続性の確保 
 
○安定性の確保 

ＬＲＴは主要な公共交通機関であるとともに，都市の骨格形成，拠点づくりに資する「都市の装
置」であることから，営業主体が長期的に安定的な経営を見通すことが可能となるようにする必要
がある。特に，営業主体に起因しないリスクが顕在化（大災害等）した場合は，公益性を重視した
支援を行う必要がある。 
 
○継続的なマネジメント 

人口減少，高齢化，安全・環境への意識の高まり等を背景に，今後，住民の価値観や社会の状況
が大きく変化することが想定される。こうした中で実施されるＬＲＴ整備については，当初設定さ
れたサービス水準等が，将来的には必ずしも利用者のニーズに適合したものとなっていない状況が
想定されることから，開業後もＰＤＣＡサイクルの考え方に基づき，関係者間における継続的な協
議の下，住民や利用者のニーズを取り込んだ継続的なマネジメントを行っていくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ.民間の視点（民間事業者の参画条件） 

ア）適正利潤の加味 

企業の参入にあたってインセンティブを付与するために，営業主体と整備主体間の契約内容の設

定の際に，適正な利潤を見込むことが考えられる。 

鉄道事業において，運賃を設定する際には，経営に必要な営業費などの費用を合計し，それに適正

な利潤を加えたものが一般的となっている。この考え方に基づき，収益から適正な利潤を差し引いた

額を，整備主体（公共）へ支払う“施設使用料”とすることが考えられる。（収益の範囲） 

なお，鉄道，バス，タクシーなどの運賃設定においては，「適正利潤」を得ることが認められている。 

 ※参考資料３－２ 

イ）企業努力に見合った適正な評価 

営業主体と整備主体の契約内容は，運賃や運行頻度などのサービス水準や役割分担等を設定す
るが，そのサービス水準等の契約内容（パフォーマンスコントラクト）に含まれないサービス改
善（投資や経費 等）などを，営業主体が独自に行うことによって発生した利潤は，営業主体の
利潤として認められる。 
（例：パフォーマンスコントラクト以上の本数増や日常のメンテナンスに関する技術革新など

企業努力としての評価できる項目による収入増や経費減） 
 

ウ）公共等における利用促進のバックアップ 
利潤を得るためには，営業主体と公共等が協同して需要の喚起策を行うことが重要である。具体的

には，他事業者等が行っている利用促進策のほか，宇都宮の特色を出したイベントや利用促進策等が

必要である。 
（例：ＩＣカードの導入，広告，イベントの開催，福祉乗車券 等） 

 
エ）他公共交通との連携 
他公共交通と連携させた公共交通のネットワークの整備が必要であり，バスとの連携が重要である。

また，乗り継ぎ料金の割引や共通ＩＣカードの導入なども必要である。 
 

オ）リスクの軽減化 
民間事業者がＬＲＴ事業に参画するためには、整備主体（公共）と営業主体との役割分担を考

慮し、営業主体に過度のリスクとならない工夫が必要である。 
 

カ）経費等の適切な設定 
営業主体と整備主体間の契約内容の設定にあたっては，各々の経費等について詳細な吟味を加えた

上で営業主体と調整する必要がある。 

実際の経費が設定した経費よりも，営業主体の努力により低くなる場合は，営業主体の利潤となり

事業参入のインセンティブを与えることになる。また高い場合・低い場合のいずれにおいても営業主

体の効率化を促すことから，効率性発揮のインセンティブとなると考えられる。 
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＜参考＞ 

第１回委員会で提示した上下間の役割分担を再掲する。 

  

①上下間の役割分担 

第１回委員会では，上（営業主体）・下（公共）の役割分担を明確化するために，ＬＲＴ事業

の業務区分を明確にし，これを上下が分担するとともに，両者の会計を分離するスキームの提案

を行った。 

これにより，下は公的資金の投入及び事業スキームの設定による社会的ニーズに対応したサー

ビスの維持・提供等の観点から，主として施設の整備・保有を担い，上は運営・運行のノウハウ

を活用したＬＲＴ事業の効率化の観点から運行サービスの提供・事業の運営を行なうことが確認

された。 

なお，社会的ニーズへの対応については，下は公共交通サービス提供の観点，上はサービスの

効率的な提供の観点から，連携して取り組むことも確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 上下の役割分担のイメージ 

 

 

 

２）事業・運営スキームの概要 

  営業主体と整備主体は，合意に基づいて決められたサービス水準や相互の役割等についての契

約を行う。 

その上で，下（整備主体）は、社会的ニーズに対応したサービスの維持・提供等の観点から主

として施設の整備・保有を担い，上（営業主体）は事業の効率化の観点から運行サービスの提供・

事業の運営を円滑かつ確実に行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備資金の助成 

 

 

 

 

 

社会的便益の増大・政策目標の達成 

国 等 
 

 

適正な運賃負担 
利用者

①運賃（社会的な便益が増大する運賃

水準を考慮） 

⑤“整備主体に支払う費用” 
・“施設使用料”（収益の範囲） 

 

⑧運行サービスの提

供 

上（民）
②オープンアクセス  
（参入機会の公平性・公正性の確保） 

 

事業遂行 

 

円滑で確実な事業の運営 

営業主体

公的主体 

 

③施設の貸与
（軌道，電停等）

 

下（公）

⑥
リ
ス
ク
分
担 

⑦
役
割
分
担 

⑨モニタリング等 

（サービス水準等に関する評価，社会的ニーズ

④車両の貸付

図 事業・運営スキームの概要 

【業務区分】 

施設の 

整備・保有 

運営・運行 

会計分離 
（リスクの分離） 

 

下
（
公
共
）
の
役
割 

社
会
基
盤
の
整
備 

■社会資本としてのＬＲＴ

整備 

■社会的ニーズに対応した

サービスの維持提供 

事
業
ス
キ
ー
ム
の
設
定

■円滑で確実な事業環境の

整備 

■関係者の調整 

 
運
営
・
運
行
の
ノ
ウ
ハ
ウ 

■事業の効率的運営 

■良質なサービスの提供 

■きめ細やかな利用者ニ

ーズの把握 

上
（
営
業
主
体
）
の
役
割
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①運賃設定の考え方 

公共の基盤として整備する事業であることから，適正な利用者負担を前提とした利用者利便

の向上と社会的便益が増大する運賃水準を設定する必要がある。また，ＬＲＴから他路線に乗

継ぐ際の運賃バリアを極力感じさせないための割引運賃等も考慮する必要がある。 

 

②オープンアクセス 

公共の基盤として整備する事業であることから，ＬＲＴ事業に参画する事業者の選定に際し

ては，公平性・公正性を確保することが重要であり，当該事業に対して参入機会が開かれてい

る整備スキームとする。 

 

③施設の貸与 

公共の基盤として整備した軌道や停車場等の施設を営業主体に貸与することにより，営業主

体は社会的ニーズを反映した事業の運営を行う。 

 

④車両の貸付 

営業主体の経営的な負担の軽減および参入のしやすさの観点から，ＬＲＴ車両を整備主体が

購入・保有し，営業主体は，ＬＲＴ車両の償還に必要な額を整備主体に支払う。 

 

⑤“整備主体に支払う費用”・“施設使用料”（収益の範囲） 

営業主体は，円滑で確実な事業の運営を行うとともに，日常的な保守・管理経費を公的主体に

支払うものとする。 

また，ＬＲＴ車両を営業主体が保有せず，整備主体が購入した車両により運行を行うため,Ｌ

ＲＴ車両の償還に必要な額を整備主体に支払うものとする。（“整備主体に支払う費用”） 

なお，“施設使用料”は，利用者からの収入から“整備主体に支払う費用”を含む経費を差し

引いた額を基に，収益の範囲内とすることが考えられる。 

 

⑥リスク分担 

営業主体の経営に大きな影響を及ぼすリスクが発生した場合を想定し，リスク対応方策をあ

らかじめ想定・準備しておく。 

 

⑦役割分担 

公共の基盤として整備する事業であることから，社会的便益の最大化を目指すとともに，事

業の円滑かつ効率的に実施するために，公と民の役割分担を明確化する。 

 

⑧運行サービスの提供 

公共の基盤として整備する事業であることから，社会的便益の最大化を目指すとともに，利

用者のニーズを反映した運行サービスを提供する。 

 

⑨モニタリング等 

当初設定したサービス水準等が社会的ニーズに合致しているか否かを把握することは，事業

の効率的遂行，期待される効果の発現の観点から重要であり，モニタリング等により，これら

を把握する。 
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（２）営業主体の収支構造について 

 公設型上下分離方式においては，整備主体が施設の整備を行い，営業主体は，その施設の貸与を

受け運営・運行を行う方式である。そのため，宇都宮においては，日常的な保守・管理にかかる費

用と車両の償還費について，整備主体に支払う費用として，営業主体は整備主体に支払うものとし

た。 

ここでは，この費用とは別に，線路の使用料（“施設使用料”）として営業主体は整備主体に費用

を支払う必要があることから，施設使用料の考え方を整理する。 

 ただし，施設使用料については，その考え方等が多種多様であり，整備主体と営業主体等の関係

者で合意の基，契約によって決定されるものであるため，ここでは基本的考え方について示すこと

とする。 

 

１）施設使用料の考え方 

 施設使用料については，運行計画を策定し，その収益の範囲内で設定することが考えられる。 

 また，事前の契約に基づき一定期間経過後（例：３～５年）ごとに見直しを行い，実態を反映さ

せていくことが必要である。 

 これにより，営業主体は長期的なリスクを負うことがなく，安定的な経営を見通すことが可能と

なる。 

 営業主体が整備主体に支払う施設使用料については，施設の大規模修繕等があった場合や公共交

通ネットワーク全体の維持・充実などの経費に充当していくことが有効である。 

 

２）施設使用料の設定方法 

◆営業主体と整備主体間の契約内容を一定期間ごとに見直すことによって，営業主体は，長

期的リスクを負うことがなく，安定的な経営を見通す。 

◆営業主体と整備主体間の契約内容の見直し期間としては，５年程度が望ましいが，開業直

後等，リスクが高い状況（例：累積資金収支がマイナスで施設使用料が払えないことが想定

される状況 等）においては毎年契約内容を見直し，その後経営が安定期に入った段階で，

３年・５年と長期間に設定していくことも考えられる。 

営業主体と整備主体間の契約内容の見直しが行われないと，営業主体に起因しない要因によ

る長期的なリスクまで営業主体が負うこととなる。物価変動などの社会経済条件は長期的な予

測が難しいことから，一定期間経過後ごとに見直し，実態を反映させていくことが必要である。 
ただし，契約期間を短期間で設定する場合は，営業主体のモラルハザードとならないよう収

支状況を見極める必要がある。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３）施設使用料を考慮した収支構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【営業主体の収支構造】
・基本ケースにおいては，収入が支出を上回ることから，施設使用料の設定が想定される。 
・このため，施設使用料の設定については，営業主体と整備主体間で，長期的に事業・運営を

見通しつつ適切に設定し，あらかじめ契約を行う必要がある。 

運輸収入

人件費 経費

運輸雑収入

整備主体
に支払う費用

収入

支出

保守・管理費 

車両償還相当額 

見直し時 

当初の“施設使用料” 

収益が当初より上回った場合 

→営業主体の利益 

収益が当初より下回った場合 

→営業主体のリスク 
見直し後の“施設使用料” 

→リスクからの解放 

見直し後の“施設使用料” 

経過 

収益（=収入－経費） 

開 業

見直し 

一定期間固定 

図 営業主体と整備主体の契約内容における“施設使用料”の見直しイメージ 

 
＝収入－支出（施設使用料を除く）

施
設
使
用
料 

法
人
税
等 

当
期
純
利
益 

営業主体に想定される収益の範囲内で，事前の契約に基づき一定期間経

過後ごとに見直しを行う“施設使用料”を設定し、整備主体へ支払うこ

とが想定される 
（図は施設使用料の設定イメージ） 
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（３）営業主体の組織形態について 

 

１）これまでの検討経緯 

過年度調査における運営形態は以下のとおり検討された。 

 

①新交通システム導入基本計画策定調査 

「新交通システム導入基本計画策定補完調査（事業・運営手基本計画調査）報告書」（平成

15 年３月 栃木県・宇都宮市）においては，当時軌道事業において上下分離が認められていな

かったため，上下一体の第１種事業として検討を行い，公共性の確保と効率的な運営が図られ

る点から「第三セクター」が望ましいとされている。また，公共及び民間については，以下の

理由により難しいとされている。 

・ 栃木県及び宇都宮市においては，鉄・軌道事業運営のノウハウが乏しく，運営の効率性

や弾力性を考慮すると，公共での運営は困難 

・ 初期投資が大きい点や利益確保のための公共負担の増，需要リスクへの対応等から，民

間での運営も難しい 

 

②新交通システム導入課題の検討結果報告書 

「新交通システム導入課題の検討結果報告書」（平成 19 年３月 新交通システム導入課題検

討委員会）においては，国の公共交通事業への補助制度の拡充や「地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律という新たな法案制定の動きを踏まえ，「公設・民営」方式による整備を前提

とし，事業採算分析を行っている。 

また，必要不可欠な条件として以下が整理された。 

 

ａ．公共性・継続性の確保 

公共交通は，単なる交通の一手段にとどまらず，市民・県民が安全・安心な日常生活を営むた

めの基幹となる重要な施設であることから，その公共性・継続性を確保すること。 

ｂ．効率性の向上 

初期投資の償還や人件費，施設維持のための経常的な経費が必要であることから，運営の効率

化を図ること。 

ｃ．良質なサービスの提供 

利便性，快適性を高めるなど，利用者のニーズに即したサービスを提供していくこと。 

ただし，営業主体に関しては，「民間や第三セクター等，各種運営形態の長所・短所をよく見極

めた上で運営主体の検討を行う必要がある。」と整理されており，営業主体の組織形態について

の検討は行われていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）営業主体の組織形態 

過年度調査や社会情勢等の変化を踏まえると，以下のような組織形態が想定される。これら

についてメリット，デメリット等を整理しながら検討を深めていく考えである。 

 

①営業主体の組織形態 

本事業における営業主体の組織形態として，「既存の民間公共交通事業者」，「新会社の設立」

が考えられる 

 

○既存の民間公共交通事業者 

既存の民間公共交通事業者が行う場合である。これにより，既存事業に関する豊富な経験

とノウハウをＬＲＴ事業に活かすことができる。 

 

○新会社の設立 

複数の民間事業者が出資して新会社を設立する場合である。場合によっては，自治体が新

会社に出資することも考えられる。 

また,民間事業者及び自治体からの出資に加え，ＮＰＯ等の市民からの出資や市民が参画す

る新会社を設立する場合である。これにより，「マイレール意識の醸成」を図ることも期待で

きる。 
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②組織形態の特長 

ここでは，公設型上下分離方式を前提とした営業主体の組織形態のメリット，デメリットを整理し，本事業における運営形態としての適合性について検討する。 

 

組織形態別の特長 

各組織形態別のメリット・デメリットをまとめると下記のとおりである。 

組織形態 メリット 
デメリット 

平成 18 年度調査で挙げられた 

必要不可欠な条件について 

既存の民間公共交通事業者 ・公共交通に関する豊富な経験とノウハウをＬＲＴ事業
に活かすことができる。 

・利潤追求へのインセンティブが大きく，事業の効率化
が可能である。 

・地元交通事業者であれば，地元に根ざした組織となる。
・事業に対する意志決定がスムーズに進む。 

・他事業による経営悪化等による影響を直接的に受
ける。 

・新規事業の場合，経営に不確定要素が多いことか
ら，民間公共交通事業者が事業に参入しない可能
性がある。 

 

①公共性・継続性の確保 
・民間公共交通事業者の場合，必ずしも継続性が担保されない場

合がある 
②効率性の向上 

・民間公共交通事業者の経験・ノウハウを活かし，事業の効率化
が可能である 

③良質なサービスの提供 
・営業主体と整備主体の運行内容に関する契約に基づき，良質な

サービスが提供される 
・民間公共交通事業者の経験・ノウハウを活かし，より良質なサ

ービスを提供することが可能である 

新会社の設立 

（民間企業や既存の民間公共交

通事業者が関与する場合） 

・民間企業や既存の民間公共交通事業者が関与するため，
利潤追求・効率化に対する意識がより強くなる。 

・地元交通事業者や地元企業が参画する場合，地元に根
ざした組織となり得る。 

・公共交通事業者が参画する場合は，豊富な経験とノウ
ハウをＬＲＴ事業に活かすことができる。 

・自治体等公共が関与しないため，出資状況によっ
ては，主導的な役割を担って調整する主体がいな
くなる。 

・出資する関係者が多数に及ぶ場合，関係者間の調
整が複雑になり，意志決定が遅くなる可能性があ
る。 

・新規事業の場合，経営に不確定要素が多いため，
新会社への出資が行われない可能性がある。 

（さらに，自治体等公共が関与す

る場合） 

・民間企業や既存の民間公共交通事業者が関与するため，
利潤追求・効率化に対する意識がより強くなる。 

・地元交通事業者や地元企業が参画する場合，地元に根
ざした組織となり得る。 

・公共交通事業者が参画する場合は，豊富な経験とノウ
ハウをＬＲＴ事業に活かすことができる。 

・サービスレベルやまちづくり等について，公共が主導
的な役割を果して調整することが可能である。 

・事業の公共性・継続性がより強固なものとなる。 

・自治体等公共が過度に関与する場合，利潤追求，

事業の効率化に対する姿勢があいまいになる可

能性がある。 

・出資する関係者間の調整が複雑になり，事業に対

する意志決定が遅くなる可能性がある。 

（さらに，市民の参画を得る場

合） 

・民間企業や既存の民間公共交通事業者が関与するため，
利潤追求・効率化に対する意識がより強くなる。 

・地元交通事業者や地元企業が参画する場合，地元に根
ざした組織となり得る。 

・公共交通事業者が参画する場合は，豊富な経験とノウ
ハウをＬＲＴ事業に活かすことができる。 

・サービスレベルやまちづくり等について，公共が主導
的な役割を果して調整することが可能である。 

・事業の公共性・継続性がより強固なものとなる。 
・市民の参画も得て，「マイレール意識の醸成」を図るこ

とにより，地元に根ざしたものとなる。 
・それぞれの組織形態において，市民の参画を得る場合，

その声を活かした良質なサービスが行える。 
・市民の声を活かしたまちづくりとの連携が可能となる
・透明性・客観性・公正性の観点から意見把握が可能と

なる。 

・出資する関係者間の調整が複雑になり，事業に対
する意志決定が遅くなる可能性がある。 

①公共性・継続性の確保 
・自治体等公共が関与する場合，事業の公共性・継続性はより強

固なものとなる。（新会社の出資形態等により異なる） 
②効率性の向上 

・新会社の場合，開業後数年が経過し，経験・ノウハウが蓄積さ
れるまでは，必ずしも効率性が向上できるとは限らない。ただ
し，既存の交通事業者が参画する場合はその限りではない。 

・また，多数の主体が関与する可能性があるため，効率性向上に
関する意思決定が遅くなる可能性がある。 

③良質なサービスの提供 
・営業主体と整備主体の運行内容に関する契約に基づき，良質な

サービスが提供される 
・市民が関与する場合，市民の声等を活かし，より良質なサービ

スが提供される可能性がある。 
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・事業・運営に関わる実現性・成立性の向上策 

 軌道事業においては，従前，上下一体で整備・運営を行うこととされており，その施設整備に関

する費用が営業主体に大きな負担となっていた。 

一方近年では，上下分離方式の適用により，営業主体の初期投資の費用負担が軽減され，事業採

算性が確保される可能性が高まっている。しかしながら，長期的に安定した運営を図るためには，

様々な向上策を実施し，収入の増加や徹底した運営の効率化を図ることが重要である。 

 

 
【想定される向上策】 
 
○運営経費の縮減 
 ・要員の削減やＯＢの採用などによる人件費の圧縮 
 ・需要に合った適正な運行を行うことによる経費の縮減 
 ・専門的業務の業務委託による経営の合理化           等 
 
○関係者との連携・調整 
 ・他の交通機関との結節や乗継ぎ運賃制度，ＩＣカード化等のサービスに関しての連携・調整 
 
○利用促進 
 ・利用促進策については，市民や商店街，既存の交通事業者等との連携 
 ・利潤を得るためには，営業主体と行政等が協同して需要の喚起策を行うことが重要である。具体的

には，他事業者等が行っている利用促進策のほか，宇都宮の特色を出したイベントや利用促進策等
を行うことにより，新たな需要の掘り起こしを図ることが必要である。 

 
 （例） 
 ・乗り継ぎ運賃の割引 
 ・商店街と連携した割引商品 
 ・イベント列車の運行 
 ・ＩＣカードの導入 
 ・ネーミングライツの採用 
 ・広告 
 ・福祉乗車券               等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
（１）まとめ 
 
（運営） 

 宇都宮市ＬＲＴ事業については，過年度調査（新交通システム導入基本計画策定調査平成 15 年 3

月）の収支分析において４０年以内の黒字転換は困難とされていたが，「地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律」に基づき，公設型上下分離方式で整備・運営を行うことにより，営業主体は初

期投資に要する費用負担から開放されることから，安定的な経営を行える可能性が一定程度あるこ

とが確認された。 

また，事業としての公共性，継続性の観点からは，経営上のリスクを予防したり，あるいは，未

然に対応策を講じることにより，更に経営の安定化を図ることが可能となる。 

このため，営業主体と整備主体の上下間でリスクの予防策と対応策を事前に十分協議し，役割分

担を契約により定め対応していくことが重要である。 

 

（営業主体） 

 営業主体については，市民が事業に関わることによってマイレール意識の醸成を図り，利用の増

加や運営面に対しての関心を深めることが重要となる。更には，地元の企業が参画することになれ

ば，地元に密着した営業主体となり，市民にも親しみが持てる会社となり得ることから，本事業の

営業主体は，市民，地元企業，既存の交通事業者，公共等が参画し協働し得る組織形態を目指すこ

とが理想である。 

 

（２）今後取組むべき事項 

 最後に，今後，事業・運営に関して取組むべき事項を整理すると以下のとおりである。 

 

○段階的整備を考慮した事業・運営の検討 

 全体の整備区間は約 15ｋｍの路線であり，全区間同時に整備することが望ましいが，整備効果や

整備課題などを踏まえた施設整備計画を作成し，これに基づく各区間におけるプライオリティを考

慮した上で，段階的整備に合わせた事業・運営の検討が必要となる。 

 

○関係機関及び関係事業者との連携・調整 

 交通ネットワーク構築に向けた関係事業者との協力体制が重要であり，その中で連携を図りなが

ら，既存交通事業者との乗り継ぎ運賃などの具体的なサービスレベルを設定し，利用者の利便性，

快適性を高めるシステムの構築が必要となる。（自動車交通の市街地への流入抑制策による定時性・

速達性の確保，ＩＣカードの導入によるシームレス化，優先信号の設置 等） 

 

○市民との連携 

 安定経営が可能となる営業主体とするためには，市民の積極的な利用促進や市民自らが参画する

ような仕組みづくりが必要である。（基金の設立，自動車から公共交通への転換策，記念プレートの

販売，沿線のボランティア活動 等） 

 
 
 

３．実現性・成立性の向上策の検討 ４．事業・運営手法に関するまとめ 
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